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(平成 19年 10月l日現在)(王子成 20年 2月18日公表)Jおよび「地方公共間体にお
ける行政手続条例等及び怒見公募手続税度の制定状況(平成 18年 10月 1日現在)
(王子成 19年 3月30日公表)J http://問、lw.soumu.go.jp/iken/index.html参照。
り すでにパブリック・コメントについての一絞的制度を有していた自治体について，
字笈克也 f行政手続法改正の経終・概要と地方公共団体の課題JEl r合研究 81巻 11
号 (2005年)27 J1f Iま， 1大多数が姿察署等{こ基づくものであるj現状に対し， r条例{己
主:'~、ぐべきである j と説く。
5) 長率原秀認11校災参加の皮肉と課題j笠井カ綴 5住民参加のシステム改革)一一自治



















ある j ことも提起されている会桜井敬子・矯本博之 5現代行政法改~ 21波)j(有斐









10) 常陪j孝好 fパブリック・コメント制度と公議決定j同 Fパブリック・コメントと参
版権J(弘文堂， 2006年)226][参照。
11) 拙稿「パブリック・コメントの意義と談議j護弁カ編『住民参加のシステム改革j













1i) ~喜子市市民参加条例 4 条 1 項c
18) この点に関連して， E日付悦一行主民参加の法的課題J(脊受協， 2006年)52]主
は， r参加形態や参加の効力{こ関する規定の内容や仕方によって，その「権利j伎に
は強弱が生じるであろうj と論じている。
19) 大久保・前掲 6)論文:29 ][も， r全体としてみると参加擦を明記する条例は少数で
あるj とする。
20) 171]えば， }滋Jllt札鹿児路市，京都市，西東京市，災関市，和光市等。
21) m村・前掲 18)者 33Nも，参加のおいそFの量的質約な拡大状況を踏まえた上で，
[本来，九三{壬3とは F権限(こ{すされる概念であって，参加主体{こ任3を子会わ
せることは，法的には不姿であるばかりか，権限もないのに立{壬を課するというの







24) 泊村・前掲 18)T!f 5~ i頁参照。
25) 小高測 f行政手続と参加jIi.住JlI-郎・塩野'fi;，・園者f5逸夫綴?現代行政法大系 3(行
政手続・行政滋察)j (有斐[乳 1984年)119"-' 121 ][参照。
314 
佼民参加制度の展関と法約課題
2品) 総務・前掲 1)189~190 頁参照。
27) 大田li[史 fまちづくりと住民参加j芝池義一・見上祭洋・ 2喜和俊文緩急f まちづ










ぐって j公法研究65号 (2003if-) 207頁は，都rP計磁・まちづくち分野公素材
とした分析の中で，法システムの役割iについて次のように述べている。 f法システム
は，柔軟性全確保し，絶えず新たな{務総{こ閣かれている必重さがあるj とし， if規定
されない言説空~r!l] J が不可欠であろう j と。このような指矯は，討議約性格の強い
参加手続であればあるほど，その予統の詳細金制度化し怒し制度化することがか
えって当該宗続の合怒形成過怒の実質を阪察する珂能伎すらあちうるという，本稿
が最終的に泌り着いた疑問にも隠わる。
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